
事業評価個票（事業実施：令和２年度）

■ ■ □ ■ □ □
□ （ ）

（様式２）

事業名 先進ＩＣＴ利活用推進事業費

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

部局名 みらい企画創造部
協議会において実施された研修会やワー
クショップ等の開催回数

活動実績 回 ０

担当課名 やまがた幸せデジタル推進課 当初見込み 回 ５ １０ １５ ２０

事業開始年度 令和２年度 事業終了(予定)年度 未設定 活動実績

総合発展計画実施
計画の位置付け

政策の柱、
政策

[政策の柱５] 未来に向けた発展基盤となる県土の整備・活用
[政策１] 暮らしや産業の発展基盤となるＩＣＴなど未来技術の早期実装

当初見込み

施策 [施策２] ＩＣＴの早期実装に向けた推進環境の整備

成果指標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標（所管部局の分析） 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標指標
ＩＣＴを活用した生産性向上や暮らしの質の向
上に関する取組件数（累計）

137件
(R6年度までの累計)

協議会の研修会やワークショップ等に参
加した事業者におけるＩＣＴ実装件数

成果実績 件 ０

事業の目的
　県内の産業、医療福祉、教育等の各分野において、ＩＣＴ導入を視野に入れた総合的な
施策を展開し、ＡＩやＩｏＴなど未来技術の急速な進展への対応を図る。

目標値 件 ２５ ５０ ７５ １００

達成度 ％ 0% 0% 0% 0%

成果実績

目標値

事
業
の

必
要
性

事業の目的が県民や社会のニーズを的確に反映し、成果目標の明確な
達成手段として位置づけられ、優先度の高い事業となっているか。
また、市町村・民間等に委ねることができない事業なのか。

Ａ

・県民生活の利便性向上や産業各分野の生産性向上に係る社会ニーズに照ら
し、ＩＣＴ利活用を推進する本事業の優先度は高い。また、コロナ禍におい
て、ＩＣＴの社会実装に係るニーズは一層高まっており、ＩＣＴ導入を県内各
分野で効果的に進めるためにも、市町村や民間に委ねることなく、県が率先し
てＩＣＴ利活用を推進していくことが有効である。

実施方法

直接実施 委託・請負 補助 負担 交付

事業概要

①　先導的モデルプロジェクトの推進
　既存の交通事業者を補完する移動手段として、ＩＣＴを活用した新たな移動の仕組みの導入に向
けた調査、短期実証等を実施する。

②　県内各分野でのＩＣＴ利活用の推進
　県内の産業、医療福祉、教育等の各分野の事業者におけるＩＣＴ利活用の普及に向け、産学官金
からなる協議会を設置する。
　未来技術についての研修会開催やＩＣＴ導入に向けたワークショップ活動を展開する。

③　県庁におけるＩＣＴ利活用の推進
　ＩＣＴ利活用の実務を担う人材育成のため、職員のＩＣＴ資格取得を支援する。
　移動先での業務の利便性向上のため、持ち運びが容易なモバイルＰＣを試験的に導入する。

④　ＳＮＳ活用による交流人口拡大
　ＳＮＳの機能を効果的に活用し、県内高校の卒業生を対象に出身地や進学先等の属性に応じたき
め細かな情報（地元のイベント、企業情報など）を配信する実証事業を実施する。

⇒上記のうち①及び②については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、対面での調査・
実証、ワークショップの開催等ができないことから、年度内に成果を上げることは困難と判断し、
令和２年６月に事業中止と判断した。

活動指標及び成果指標設定の考え方

　ＩＣＴ利活用の普及・拡大には、ＩＣＴを利用する事業者においてＩＣＴに対する理解や具体的な活用方策について検討する機会を提供
することが必要であり、活動指標には「協議会において実施された研修会やワークショップ等の開催回数」を、この取組みによりＩＣＴ導
入に結びつくことを狙いとすることから、成果指標には「協議会の研修会やワークショップ等に参加した事業者におけるＩＣＴ実装件数」
を設定した。活動指標、成果指標の設定水準は、協議会における研修会やワークショップ等で設定するテーマ数を勘案して設定した。

事業所管部局による評価・検証（令和３年７月）

項目 評価 評価に関する説明

達成度 ％

当初予算額
（単位:千円）

費目
（予算見積書グループ名）

令和２年度令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

貸付
その他

先進的モデルプロジェクトの推
進

１４,０４２ ０
事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較
してより効果的あるいは低コストで実施できているか。
また、類似の事業がある場合、他部局等と適切な役割分担を行ってい
るか。

Ａ

・[事業③]職員の資格取得支援及びモバイルＰＣの導入については、県庁内の
ＩＣＴ利活用を推進するものであり、代替手段はない。
・[事業④]ＳＮＳによる情報発信については、ＬＩＮＥの特性を活かし、将来
の移住定住候補者となる県内高校卒業生等を対象に情報発信に取り組むもの
で、同じくＳＮＳ（Twitter、Facebook、Instagram）により不特定多数者に情
報発信を行う広報広聴推進課の事業と差別化を図っている。

県内各分野でのＩＣＴ利活用の
推進

７００ ０

・[事業③]職員の資格取得支援については、県行政に貢献できる職員を育成す
るため、受験料等を補助したものであり妥当である。また、モバイルＰＣにつ
いては、関係法令に基づき一般競争入札で調達しており妥当である。
・[事業④]情報発信ツールとして、本事業の対象とした高校卒業生世代に広く
利用されているＬＩＮＥを選定し、最低限の利用料金を支出したものであり妥
当である。

上記実施方法とする理由：
　民間事業者のノウハウ活用、産官学金連携の枠組みにより効
果的に取組みを進めるため。職員向けの事業は直接実施。

事
業
の
効
率
性

支出先の選定や受益者との負担関係は妥当であるか。 Ａ

県庁におけるＩＣＴ利活用の推
進

４,９４１ ９６２

・[事業③]職員の資格取得支援については、県職員21名が資格取得に取り組
み、16名が合格しており高い効果が得られた。また、モバイルＰＣの導入につ
いては、本事業で調達した11台を含め、Ｒ２年度に600台のＰＣを導入した結
果、テレワーク実施件数が前年度の約100倍になるなど顕著な効果があった。
・[事業④]ＳＮＳによる情報発信については、１年間で事業開始時の約13倍と
なる約5,000人の登録者を獲得し、地元の情報発信を的確に行うことができ
た。

ＳＮＳ活用による交流人口拡大 １,４３８ ０ 事
業
の
有
効
性
（

達
成
度
）

活動実績は見込みに見合ったものであるか。
また、整備された施設や成果物などは十分に活用されているか。

Ｂ

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 Ｂ

・[事業③]モバイルＰＣの導入等、県庁におけるＩＣＴ利活用を推進した結
果、Ｒ３年の６月時点でオンライン会議の実施件数が前年同月比で200％程度
増加するなど、県庁のデジタル化を推進した。
・[事業④]ＳＮＳによる情報発信については、Ｒ１及びＲ２年度高校卒業生の
うち約800人が利用者登録を行うなど、県内回帰・定住に向けた情報発信を実
施できた。

計 ２１,１２１ ９６２ － － －

財源内訳
（単位:千円）

国庫支出金 ６,２９７ ０

県債 課
題
・
改
善
点

・事業①及び②については、コロナ禍で実証事業等が制約されたが、本年３月に策定した「Yamagata幸せデジタル化構想」に、その事業目的等を盛り込んだ。今
後、この構想に基づき、最新のデジタル技術の活用を促進するとともに、既に広く普及しているデジタル技術を社会に浸透させることにより、県民生活や産業等各
分野におけるデジタル化関連事業を推進していく。また、民間企業の主導により産学官金が連携してＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進を目指すコ
ンソーシアムが設立されたことから、構想の理念を共有して緊密に連携しながら、研修会等を通じて県内各分野のデジタル化の推進に取り組んでいく。
・事業③ついては、職員の資格取得を引き続き推進するとともに、昨年度導入したモバイルＰＣの利活用に取り組んでいく。
・事業④については、Ｒ２年度に発信した情報に対する反応等を分析し、引き続き利用登録者のニーズに応じた的確な情報発信を行っていく。

その他特定財源

(評価基準)
Ａ:目標を上回る成果、活動見込を上回って達成(100%以上)/Ｂ:概ね目標どおりの成果、活動見込を概ね達成(80～99%)/Ｃ:目標を下回る成果、活動見込を下回った(79%以下)

計 ２１,１２１ ９６２ － － －

一般財源 １４,８２４ ９６２



【企画振興部 情報政策課】 

 先進ＩＣＴ利活用推進事業費【新規】                 21,121千円 

 県内の産業、医療福祉、教育等の各分野において、ＩＣＴ

導入を視野に入れた総合的な施策を展開し、ＡＩやＩｏＴな

ど未来技術の急速な進展への対応を図る。 

 

 

    

 

２ 県内各分野でのＩＣＴ利活用の推進      700千円 

  ・県内の産業、医療福祉、教育等の各分野の事業者にお 

   けるＩＣＴ利活用の普及に向け、産官学金からなる協 

   議会を設置 

  ・未来技術についての研修会開催やＩＣＴ導入に向けた 

   ワークショップ活動を展開 

 

３ 県庁におけるＩＣＴ利活用の推進      4,941千円 

  ・ＩＣＴ利活用の実務を担う人材育成のため、職員の 

   ＩＣＴ資格取得を支援 

  ・移動先での業務の利便性向上のため、持ち運びが容易  

   なモバイルＰＣを試験的に導入 

 

４ ＳＮＳ活用による交流人口拡大       1,438千円 

  ＳＮＳの機能を効果的に活用し、県内高校の卒業生を 

 対象に出身地や進学先等の属性に応じたきめ細かな情報 

 （地元のイベント、企業情報など）を配信 

 

 

 

 

 

目  的 

事業内容 

6 

１ 先導的モデルプロジェクトの推進      14,042千円 

  既存の交通事業者を補完する移動手段として、ＩＣＴを  

 活用した新たな移動の仕組みの導入に向けた調査、短期実 

 証等を実施 

【関連事業】 
 〇山形県地域公共交通網形成計画策定事業【新規】 
  ・県内の地域公共交通ネットワーク全体の利便性向上に関す 
   る計画を、市町村とともに事業者と連携して策定 
  ・県内の事業者・市町村の交通機関のダイヤ等の情報をデジ 
   タル化・オープン化 
 

 

スマホアプリで 
配車申込み 

タクシーや一般ドライバーが送迎 

運転者と送迎希望者の
効率的なマッチング 

ICTシステム 

先導的モデルプロジェクト（新たな移動の仕組み） 

送迎希望場所に応じて相乗り
の相手や運行ルートを自動で
設定し、配車 

user
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令和２年度 事業概要資料




